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緒言：
高齢者の中には、心身ともに健康で、地域・

社会とのつながりを持ちながら自立した生活を
送っている人も多く存在する一方で、生活に何
らかの支援を必要としているにもかかわらず行
政のサービスにのらない、また自ら支援を求め
ない高齢者や社会的孤立状態の者も少なからず
存在する。高齢者の社会的孤立は孤立死の問題
だけでなく、自殺や犯罪に至るような生活状況
とも関連している１）。近年では、健康の社会的
決定要因という観点からも、高齢者の社会的孤
立は情報や資源の不足、サービスの乏しさ、自
己効力感や自尊感情の低下につながり、不健康
に至りやすいとされている２）。

日本においては超高齢化が進展し、新潟市に
おいても、高齢化率27.3％であり、西区も
27.4％と同様に高齢化が進む区となっている。
また、世帯構造では高齢者のみ世帯の割合が
26.7％と市内で最も高く、そのうち一人暮らし
高齢者世帯は14.3％と市内で３番目に高い区と
なっている（住民基本台帳平成28年３月31日現
在）。このことから、その地域で生活する高齢
者の実情・ニーズに適合した高齢者の孤立防止
と介護予防の取り組みおよび高齢者の自立した
生活を支援するためのシステムづくりが急務で
ある。本研究は、新潟市西区における効果的な
高齢者支援対策立案に向け、独居高齢者の閉じ
こもりと社会的孤立の実態を明らかにするとと
もに、高齢者を支える地域の支援体制確立に向
けた支援者側の意識把握と共通認識形成を目的

とする。
具体的には、平成25年度に新潟市西区におい

て実施した独居高齢者を対象とした生活状況、
社会的孤立の実態に関する予備調査の結果を
ベースに、平成26年度は追跡調査を行い、１年
後の変化を明らかにする。さらに、平成27年度
には、明らかになった実態と支援ニーズをもと
に支援に関わる地域住民に対し、グループ・イ
ンタビューを行い、高齢者の社会的孤立防止の
ための支援対策を検討することである。

研究方法：
本研究では、独居高齢者を対象とした質問紙

調査（調査Ⅰ）と調査結果に基づき地域住民等
を対象としたグループ・インタビュー（調査
Ⅱ）を実施した。

なお、調査Ⅰにおいては地域保健活動とし
て、初回調査結果に基づく保健師等のアセスメ
ントにより個別支援を行った。また、初回調査
の分析結果を用いて、啓発用リーフレットを作
成し、全世帯に配布した（図１）。

１．調査Ⅰ（反復質問紙調査）
１）調査対象者

新潟市西区に居住する75歳以上の独居高齢者
5,411人（平成25年６月４日現在の住民基本台
帳）のうち、介護保険サービス受給者及び西区
保健師及び地域包括支援センター、民生委員の
支援を受けている者を除く237人。
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２）調査方法
先行研究３）４）５）を参考に独自に作成した質

問紙調査票を用い、新潟市西区役所保健師及び
管轄する地域包括支援センター５か所の職員が
家庭訪問による面接聞き取り調査を実施した。
調査者による回答内容のばらつきを防ぐため、
調査前に質問紙調査の手引きを作成し調査員説
明会を実施した。調査期間は、初回調査は平成
25年９月から26年２月、１年後追跡調査（以下、
反復調査）は平成26年10月から27年２月（初回
調査実施後１年から１年２か月後）であった。
３）調査内容

調査項目は、質問紙調査票では性別、年齢、
生活機能として要介護度と老研式活動能力指
標３）（手段的自立５項目、知的能動性４項目、
社会的役割４項目からなる計13項目）と地域で
の役割の有無、交流頻度（家族や親族、友人や
近所の人との対面や非対面交流の頻度）、孤独
感、ソーシャルサポート４）５）である。老研式
活動能力指標は各項目の「はい」を１点とし、
そ の 合 計 を 得 点 と し た。 社 会 的 孤 立 は、
Townsend６）の「家族やコミュニティとほとん
ど交流がないという客観的な状態」という定義
を用い、先行研究７）をもとに「同居者以外と
の対面・非対面交流をあわせて週１回未満の状
態」とした。社会的孤立の判別は、斉藤ら７）

の調査を参考に、別居家族や親族、および友人

それぞれとの交流頻度について、対面交流と非
対面交流の頻度を７件法で把握した。１か月の
平均週数を4.3週（365日÷12か月÷７日）とし
て、７件法の各選択肢に対して、「ほぼ毎日」
は21.5、「週に２、３回」は10.8、「週に１回」
を4.3、「月に２、３回」を2.5、「月に１回」を1.0、

「年に数回」を0.2、「まったくない」を０とす
る交流頻度の得点化による重みづけを行った。
その上で、別居家族・親族、友人それぞれとの
対面交流と非対面交流の頻度の得点を単純加算
したものを加算得点とし、加算得点が4.3未満

（週１回未満）を「他者との交流なし（孤立）」
に分類した。閉じこもりについては、外出頻度

「週１回程度以下」を「閉じこもり」とした。
４）分析方法

調査Ⅰの量的データは、生活機能、社会的孤
立等について初回調査時と１年後調査時のデー
タを対応のあるt検定、McNemar検定により分
析した。初回調査時の社会的孤立、孤独感、閉
じこもりについて、ソーシャルサポートと社会
的役割との関連を分析するため、カイ二乗検定
またはFishierの直接法により比較検討した。
分析には、統計解析ソフトIBM SPSS Statistics 
Ver.20を用いた。

図１　研究フロー図
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2．調査Ⅱ（グループ・インタビュー）
１）対象

インタビュー対象者は自治会代表者６人、民
生委員２人、友愛訪問員３人、自治会関係者７
人、地域包括支援センター職員５人、社会福祉
協議会職員２人、行政保健師３人で計28人で
あった。
２）調査方法

インタビューは平成28年１月29日に実施し、
対象者を３グループに分け、３名のインタビュ
アー（大学教員）で実施した。インタビュー時
間は90分であった。

初めに対象者に調査Ⅰの結果を説明し、調査
結果及び日頃の高齢者への活動状況から自身が
行っている独居高齢者への支援内容や体制で課
題に感じていることを自由に話してもらった
後、「地域で一人暮らし高齢者の孤立を防止し、
自立した生活を支えていくために必要だと思う
支援内容・対策」「支援内容や対策を実行して
いくために活用・協力できる社会資源・人材・
方法等のアイデア」についてインタビューを実
施した。
３）分析方法

インタビュー内容は、対象者の許可を得て録

音し逐語録を作成した。逐語録から「高齢者を
身近な地域で支えるための効果的な支援方法・
対策や具体的なアイデア」に関する文脈を抽出
し、コードとした。類似した意味内容のコード
を類型化し、サブカテゴリ、カテゴリを抽出
した。

倫理的配慮：
本研究は新潟大学医学部倫理委員会の承認を

得て実施した（受付番号：1777、承認日：2013
年11月８日）。また、人を対象とする医学系研
究に関する倫理指針を遵守し個人情報保護法に
従い研究を遂行した。

研究協力の依頼は、研究Ⅰについては、訪問
調査時に調査協力依頼文を持参し、研究の趣
旨、内容、プライバシーの保護管理、研究への
参加・不参加の自由、情報公開の方法等に関し
て文書および口頭で説明し、同意を得た。研究
Ⅱについても、同様に対象者に研究の趣旨、内
容、プライバシーの保護管理、研究への参加・
不参加の自由、情報公開の方法等に関して文書
および口頭で説明し、文書にて同意を得た。

図２　独居高齢者の生活機能、孤立、孤独感、閉じこもりの実態と１年後の変化
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結果：
【調査Ⅰ：独居高齢者を対象とした反復質問紙
調査】

対象者237人のうち、反復調査を実施できた
者は160人で、有効回答率は67.5％であった。

１．対象者の属性
回答者の性別は男性34人（21.3％）、女性126

人（78.8%）、平均年齢（初回調査時）は79.6歳
（SD3.7）で、男性80.3歳（SD4.6）、女性79.4歳
（SD3.4）であった。世帯構造は、初回調査時に
おいては全員が「独居」であったが、１年後は

「独居」151人（94.5％）、「同居家族有」９人
（5.6％）で、同居に移行した理由は、「子ども
や孫の転居による同居」３人、「同居による本
人への生活支援が必要になった」１人、「不明」
１人であった。

２．�生活機能と社会的孤立、孤独感、閉じこも
りの実態と１年後の変化（図２）

１）生活機能と１年後の変化
（１）要介護度

介護認定有は、初回調査時３人（1.9％）、１
年後は12人（7.7％）と１年後に有意に増加し、

初回調査時に「認定有」３人の要介護度に変化
はなかったが、「認定無」152人のうち、９人

（6.0％）は「要支援」に移行していた。

（２）老研式活動能力指標
老研式活動能力の得点は、初回11.4点（SD2.0）、

１年後11.3点（SD1.9）と有意な差がみられな
かった。
２）社会的孤立状態と１年後の変化

社会的孤立状態に該当する者（以下、孤立の
者）は初回６人（3.9%）、１年後は９人（5.9%）
と有意な差はみられなかった。初回に社会的孤
立に該当しなかった者（非孤立の者）147人の
うち、１年後に孤立に移行した者が６人（4.1％）
であった。
３）孤独感と１年後の変化

初回調査時、「孤独を感じることがある」者
は62人（39.7％）、１年後は53人（34.0％）と有
意な差はみられなかった。
４）�閉じこもり（週１回程度以下の外出頻度）
と１年後の変化

閉じこもりの指標とされる「週１回程度以
下」の外出頻度は初回調査では28人（17.5％）
で、１年後は26人（16.3％）と有意な差がみら

図３　初回調査時の外出の目的（複数回答）

92.5

60.0

33.8

25.0

23.8

6.3

6.3

6.3

5.0

5.0

3.1

2.5

12.5

0 20 40 60 80 100

買い物・用足し

通院

近所づきあい・友人訪問

趣味の会

スポーツ・散歩

町内会行事

奉仕活動(ボランティア)

仕事

健康増進活動(健康教室など)

老人福祉センター・老人いこいの家

老人クラブ

地域の茶の間

その他

%
n＝160



− 5 −

− 5 −

れなかった。なお、初回調査時の外出の目的は
「買い物・用足し」が最も多く、次いで「通院」
の順であった（図３）。

３．�社会的孤立、孤独感、閉じこもりとソー
シャルサポートとの関連

初回調査時の孤立とソーシャルサポートの関

連をみると、孤立の者にソーシャルサポートの
項目、「具合が悪い時に病院に連れて行ってく
れる人がいる」が20.0％（１人／５人）、「寝込
んだときに身の回りの世話をしてくれる人がい
る」が20.0％（１人／５人）と非孤立の者に比べ、
サポートのある割合が有意に低かった（図４）。

孤独感、閉じこもりとソーシャルサポートと

図４　初回調査時の孤立の有無とソーシャルサポート（「いる」と答えた人の割合）
注）各％は欠損値を除外して算出した％
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図５　初回調査時の孤立の有無と社会的役割（「ある」と答えた人の割合）

33.3%

66.7%

83.3%

33.3%

69.6%

80.4%

82.4%

75.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

友だちの家を訪ねることがある

家族や友だちの相談にのることがある

病人を見舞うことがある

若い人に自分から話しかけることがある

孤立なし（n=148） 孤立あり（n=6）

*

*：p＜0.05

注：各%は欠損値を除外して算出した



− 6 −

− 6 −

の関連はみられなかった。

４．�社会的孤立、孤独感、閉じこもりと社会的
役割との関連

初回調査時の孤立と社会的役割の関連をみる
と、孤立の者に社会的役割の項目、「若い人に
自分から話しかけることができる」33.3％（２
人／６人）の割合が、非孤立の者に比べ低かっ
た（図５）。

孤独感と社会的役割の関連をみると、孤独感
のある者は、社会的役割の項目、「家族や友人
の相談に乗ることがある」が67.7％（42人／62人）
と孤独感のない者に比べ、有意に低かった（図
６）。

閉じこもりと社会的役割について、関連はみ
られなかった。

【調査Ⅱ：調査Ⅰの結果に基づく地域住民との
孤立・閉じこもり防止対策の検討】

グループ・インタビューの結果、「高齢者を
身近な地域で支えるための効果的な支援方法・
対策」として、78のコードが抽出され、26のサ
ブカテゴリ、７のカテゴリが生成された。７の
カテゴリは【住民同士によるゆるやかな交流の
促進】、【参加を促す魅力的な交流の企画】、【交
流会への参加を促すきっかけづくり】、【住民相
互による生活のサポート】、【孤立しがちな高齢

者の見守り】、【見守りの必要な高齢者の情報共
有と緊急時の備え】、【相談・見守り活動を活性
化するための仕組みづくり】で構成された（表
１）。

考察：
１．�独居高齢者の生活機能・社会的孤立等に関
連する要因と１年後の変化

75歳以上の独居高齢者では、わずか１年間で
あっても、要介護認定を受けた者が有意に増加
していた。高次の日常生活機能を示す老研式活
動能力の変化をみると、総得点において、支障
のない割合に有意な差はみられなかったが、一
般の地域在住高齢者の場合、老研式活動能力は
社会的役割あるいは知的能動性、手段的自立の
順に低下を認めるという報告８）があることか
ら、介護予防の視点からもこのような能力のわ
ずかな機能の低下をとらえていく必要がある。

社会的孤立の発現率は初回では約４％、１年
後は約６％と有意な差はみられなかった。孤立
発現率について、介護認定を受けていない高齢
者を調査した斉藤ら９）の18％よりも低い傾向
がみられた。社会的孤立に関連する要因として
は、ソーシャルサポートのうち、「具合が悪い
時に病院に連れて行ってくれる人」や「寝込ん
だ時に身の回りの世話をしてくれる人」がいな
いことと関連がみられた。斉藤ら９）は孤立す

図６　初回調査時の孤独感の有無と社会的役割（「ある」と答えた人の割合）
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る独居高齢者の特徴として、男性であること、
未婚や配偶者と離別していること、子どもがい
ないこと、近居子（よく使う交通手段で30分以
内に子どもが居住）がいないこと、障害がある
ことなどが影響していることを報告している。
今後は本研究で得られた影響要因に加え、独居
に至る背景や子どもの存在等も考慮しながら、
社会的孤立に対する背景を引き続き検討してい
く必要がある。

孤独感については、１年間では有意な変化が
みられなかった。本研究において、孤独感に関
連する要因として、ソーシャルサポートとの関
連がみられなかった一方で、社会的役割「家族
や友達の相談にのることがある」との関連が認
められ、サポートを受ける側よりも、相談等の
サポートをする役割が孤独感に影響する可能性
が示唆された。

閉じこもりの基準とされる「外出が週１回以
下」の者の割合は、初回調査では16.7％であり、

１年後に有意な変化はみられなかった。先行研
究10）では、地域高齢者のうち、週１回以上の外
出で見かけ上は閉じこもりではないが、社会的
に孤立した「コミュニケーションなき外出」は
生活機能の低下が予測されている。本研究にお
いても、外出目的は買い物や通院が多く、人と
のコミュニケーションを必要とする趣味の会や
近所づきあい・友人宅訪問などの割合は低く、
外出の内容や質にも着目していく必要がある。

２．�独居高齢者の社会的孤立や閉じこもりを防
止するための地域保健活動の検討

社会的孤立を防ぐために、影響要因である社
会的役割やソーシャルサポートの状況も把握
し、必要な支援を行っていく必要がある。外出
目的として、買い物や通院の占める割合が多い
ことから、この機会をとらえたコミュニケー
ションの工夫や近隣で気軽に交流できる場の確
保が重要と考える。

表１　孤立しがちな高齢者を身近な地域で支えるための仕組みづくりの検討
リゴテカブサリゴテカ

日常生活の中での近隣同士のゆるやかな交流

退職者が地域に参加する場づくり

若者世代の地域との交流の場づくり

転入者を地域につなげる場づくり

男性が参加したくなる会の工夫

高齢者が魅力を感じる会の企画

自治会同士の連携した交流会の運営

地元の人材を活用した交流会の開催

専門人材を活用した会の開催

交流会への参加を促す住民同士の声掛け

専門職による交流の場への参加を促す声掛け

参加しやすい身近な場所での交流会の開催

孤立しやすい高齢者の交流の場への誘い

近隣同士による日常生活支援

自治会による日常生活支援

近隣同士の意図的な見守り

地域の見守り担当者による個別の見守り

行事でのつながりを活用した安否の確認

近隣住民から地域の見守り担当者に支援対象者の情報をつなぐ

地域の見守り担当者間の連携と定期的な情報共有

自治会による緊急連絡先の整備

近隣住民による緊急時対応についての意向確認と情報の共有

支援対象者の公的機関へのつなぎ

相談しやすい仕組みづくり

地域の見守り担当者が活動しやすくなる工夫

自治会の福祉活動の継続と支え合いの循環

住民相互による生活のサポート

相談・見守り活動を活性化するための仕組
みづくり

住民同士によるゆるやかな交流の促進

参加を促す魅力的な交流会の企画

交流会への参加を促すきっかけづくり

孤立しがちな高齢者の見守り

見守りの必要な高齢者の情報共有と緊急時の
備え
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現在、西区においては身近な居住地域におい
て、地域住民が主体となり、保健師、地域包括
支援センター、民生委員等が協働でサポートシ
ステムを検討し、取り組みを進めている。今回
の研究で地域住民を中心としたグループ・イン
タビューの結果から抽出された対策としては、

「住民同士による緩やかな交流」や「高齢者の
参加を促す魅力的な交流の企画」、「見守り体制
の整備」などがあげられている。地域住民同士
のコミュニケーションやゆるやかな交流を促進
するとともに、高齢者が必要なサポートを受け
ながらも、社会的役割が果たせるような支援を
検討していくと共に、引き続き、関係者、地域
住民とともに、健康な生活支援と孤立防止のた
めのシステムづくり構築に向けた話し合いを継
続し、対策を実践に移せるように取り組みを進
めていきたい。

結語：
新潟市西区における75歳以上の独居高齢者を

対象に、生活機能と社会的孤立の実態を縦断調
査した結果、１年という短期間であっても生活
機能の低下がみられ、社会的役割やソーシャル
サポートが社会的孤立に影響していることが分
かった。地域住民と協働で孤立しがちな高齢者
を支えるために、住民同士のコミュニケーショ
ン、交流の促進や、居住地域単位での高齢者の
見守りシステムを構築していく必要がある。
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